
Cato SASE クラウド サービス約款

本文章は、株式会社データコントロール（以下「乙」といいます）が販売する Cato SASE ク

ラウド（以下「本サービス」といいます）の内容を定めるものです。なお、本サービスは Cato 

Networks 社（以下「メーカー」といいます）のサービスを基盤としています。 

 

第１条（目的） 

Cato SASE クラウド サービス約款（以下、「本約款」といいます）は、販売店を経由し、サ

ービスを利用されるお客様（以下「甲」といいます）と乙との間で、サービス内容及び条件

を定めるものとします。 

 

第２条（サービスの定義） 

本サービスは対象ネットワーク環境にソケット装置を設置、もしくは対象端末に Cato クラ

イアントをインストールすることで各種クラウド型セキュリティ機能とネットワーク機能を提供

するサービスです。 

 

第３条（申込方法） 

１．本サービスの利用希望者は、販売店に対して本サービス利用費用に関する注文書と

共に、利用申込書を記載の上申し込むものとします。 

２．申込自体は 1 年間を最低注文期間とします。 

 

第４条（サービス利用と利用契約の成立） 

１．乙は、本サービスの利用に必要なアカウント情報を払出すことにより、甲のサービス利

用を承諾・利用契約が締結されたものとします。また、この時点で乙は甲が導入及び利用

をするためのマニュアルを提供、又は利用を許可するものとします。 

２．本サービスの利用開始日は、原則納品日の当月 1 日もしくは翌月１日からになりま

す。 

３．販売店及び甲は、乙から提供されるマニュアルに則って本サービスの初期設定を行

い、サービスが受けられる環境を速やかに整えるものとします。 

４．乙は販売店及び甲が本サービスを利用する為のサポート業務として、マニュアル提供

及びそれに付随する機能・不具合等に対する問合せをサポートデスクにて受付します。

ただし、設計支援/構築支援/運用支援に該当する高負荷な内容に関して、これを拒否

する場合があります。 

５．メンテナンス等は極力システム停止を伴わない方法で実施されますが、緊急を要する

場合はその限りではありません。また、メーカーサイドに起因したサービスの一時停止に

伴う損害について、乙は責任を負わないものとします。 

 

第５条（サービス利用の停止・更新） 

１．下記のいずれかに該当する場合、乙は利用申込を承諾しないか、もしくは承諾後であ

っても、販売店を経由して甲に通知することで、サービス利用の停止を行うことができるも

のとします。 

（１）甲または本サービスの販売店が、当該サービス利用費用の支払いを一度でも怠り、

または怠るおそれがあると乙が判断した場合 

（２）甲または販売店が、本約款第 3 条の利用申込書に虚偽の事実を記載した場合 

（３）甲または販売店の利用状況が本サービスの提供に著しい支障を及ぼすと認められる

場合 

（４）その他各号に準ずる場合で、乙が適当でないと判断した場合 

2． サービス契約期間が満了を迎えた場合、本サービスは利用ができなくなります。継続

利用する場合はサービス契約期間満了期日の 20 営業日前までに更新手続きを完了さ

せる必要があります。 

 

第６条（適用規約および禁止事項） 

１．販売店及び甲は契約前にメーカーが定めた以下の規約に合意しているものとします。 

 Master Service Agreement（https://www.Catonetworks.com/msa/)  

 Cato Networks Data Processing and Privacy Agreement 

 (https://www.Catonetworks.com/Cato-networks-data-processing-and-

privacy-agreement/) 

 Privacy Policy(https://www.Catonetworks.com/privacypolicy/) 

２．前項の合意に関わらず、乙が販売する本サービスにおいては、「Master Service  

Agreement」のうち、「Service Level Agreement」の「7. SERVICE LEVEL CREDITS」につ

いては適用しないものとします。 

３．販売店及び甲は、本サービスの利用に際し、メーカーが上記にて定めた禁止事項ま

たはそれらに類似する行為をおこなってはならないものとします。また、販売店及び甲が

第三者に行わせることも同様とします。乙はこれらに違反した際に発生する事柄に関して

は一切の責任を負わないものとします。 

 

第７条（仕様変更） 

１．乙は、メーカーが行う仕様変更（後継製品リリース、名称変更、顧客データ仕様 変更 

等を含む。ただしこれに限定されない）にともない、本サービスの後継サービスへの移行、

名称変更、顧客データ仕様の変更を含む、仕様変更を行う場合があります。 

２．乙は、販売店に対し、仕様変更を行う際には乙が適当と判断する方法により、その通 

知をしますが、仕様変更の実施について甲に承諾を得ない場合があります。 

 

第８条(免責事項) 

１．本サービスは、甲の所有とする機密情報や個人情報の保護、情報漏洩やその他すべ

ての情報セキュリティに関する事件、事故の防止を保証するものではありません。 

２．本サービスの利用停止などにより生じる、付随的または二次的、例外的な損害に対し

て乙は責任を負わないものとします。 

３．不可抗力免責に該当する事項、例えば地震、津波、洪水、戦争、暴動等、当事者の

合理的な支配を超えて発生する事象に起因するものに関しては、乙は一切の責任を負

わないものとします。 

４．行政機関または地方自治体の緊急事態宣言等が発令された状況でのサービス提供､

その他本サービス基盤に関する制限はメーカーの提示する免責に準ずるものとします。 

 

第９条（利用の制限） 

乙は、電気通信事業法第 8 条の規定により、天災事変その他の非常事態が発生し、もし

くは発生するおそれがある場合は、災害の予防、救援、交通、通信もしくは電力の供給の

確保または秩序の維持に必要な通信その他の公共の利益のために緊急を要する重要通

信を優先的に取り扱うためサービス提供を制限または停止することができるものとします。 

第 10 条（サービス提供の終了） 

１．乙は、販売店と協議の上、本サービス提供及び付帯するサポート業務を終了すること

ができるものとします。その場合、甲の本サービス利用終了は、その時点での有効ライセ

ンス期限を限度とします。 

２．乙は、前項の規定によりサービスの終了を行う場合には、甲に対して書面または乙が

適当と判断する方法にて、その旨を通知することとします。 

 

第 11 条（提供の中断） 

１．乙は、以下のいずれかに該当する場合、本サービスの提供を中断することができるも

のとします。 

（１）乙の設備の保守上または工事上やむを得ない場合 

（２）乙の設備にやむを得ない障害が発生した場合 

（３）第一種通信事業者が電気通信サービスの提供を中止することにより、本サービスの

提供を行うことができない場合 

２．乙は前項による中断の必要が生じた際、個別にメーカーから情報を得られた場合に限

り、ホームページに障害情報を掲載する形で情報をアナウンスします。 

３．販売店又は甲は、本条第１項により本サービス提供の中断を受けた場合であっても、

乙に対する当該期間中の料金の支払義務を負うものとします。 

 

第 12 条（利用者の義務） 

１．甲は、住所変更、社名変更等、申請時の登録データに変更が生じた場合、変更の 15

営業日前までに販売店又は乙へ通知し、承認を得るものとします。 

２．甲は、前項において担当者として明記された者に変更があった場合には、速やかに

販売店又は乙に通知するものとします。 

 

第 13 条（甲による中途解約） 

本サービスの契約期間中、甲の都合による本サービスの途中解約はできません。 

 

第 14 条（乙が行う解約） 

１．乙は、第 5 条の規定により本サービスの利用を停止された甲が、その事由が解消しな

い場合は、本契約を解約することができるものとします。 

２．乙は、甲に次の事由が発生した場合は、何らの催告なしに本契約を解約することがで

きるものとします。 

（１）破産、特別清算、民事再生または会社更生の申立をなし、または他からその申立を

なされたとき 

（２）仮差押、仮処分、競売または滞納処分による差押を受けたとき 

（３）手形、小切手の不渡り処分を受け、または銀行取引停止処分を受けたとき 

（４）第 10 条により、本サービスの提供を終了したとき 

 

第 15 条（権利譲渡の禁止） 

甲は、本サービスの利用権の全部または一部を、書面による乙の事前の許可なく、第三

者に対し譲渡、貸与その他の方法で利用させないものとします。 

 

第 16 条（知的財産権） 

１．本サービスに関する著作権、特許権、商標権その他一切の知的財産権は、連携対象

または、メーカーに帰属します。 

２．本サービスの利用によりアクセスされ表示・利用される各コンテンツについての知的財

産権は、各情報コンテンツ提供会社の財産であり、著作権法およびその他の知的財産権

に関する法律ならびに条約によって保護されています。 

 

第 17 条(機密保持) 

１．乙および甲は、本契約の有効期間内のみならず、本契約終了後も、契約の履行に関

して知り得た相手方の業務上の秘密及び個人情報を第三者に漏洩しないものとします。

ただし、乙が本契約のサポートを実施するにあたり、甲から知り得た業務上の秘密及び個

人情報のうち、合理的な範囲について業務委託先またはメーカーへ提供することがありま

す。乙における個人情報の扱いは https://www.datacontrol.co.jp/privacy/に記載された

内容に準じるものとします。 

２．次の各号のいずれかに該当する情報は機密情報から除くものとします。 

（１）開示の時点において既に公知のもの。 

（２）開示後、自己の責めによらずして公知となったもの。 

（３）相手方から開示を行った時点で既に自己が保有していたもの。 

（４）正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの。 

（５）法令の定めに基づき、又は権限のある官公署から開示を強制された情報 

 

第 18 条（個人情報の保護） 

乙は、本サービスの提供に際し、乙が取得した個人情報の取り扱いについては、法令お

よび乙が公表するプライバシーポリシーに基づき適切に保護いたします。 

 

第 19 条（管轄、準拠法等） 

1．本約款は、その目的の範囲内で、変更の必要性、相当性を条件として、変更されるこ

とがあります。その際、乙は変更内容をインターネットやその他適切な方法により、販売店

に周知するものとします。 

２．本約款によって提供される本サービスに関して乙と甲の間に係争が発生した場合は、

甲および乙は、お互い信義誠実の原則に従って解決するように努力するものとします。 

３．本約款は日本法に準拠し解釈されるものとします。 

 

第 20 条（合意管轄） 

本約款及び本サービス利用に関して生じた紛争については、東京地方裁判所を第一審

の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第 21 条（協議） 

本約款に定めにない事項または本約款の履行につき疑義が生じた場合には、甲及び乙

は誠意を持って協議し、円満に解決を図るものとします。 

https://www.catonetworks.com/msa/
https://www.catonetworks.com/cato-networks-data-processing-and-privacy-agreement/
https://www.catonetworks.com/cato-networks-data-processing-and-privacy-agreement/
https://www.catonetworks.com/privacypolicy/

